
当行は、経営理念の実現に向けて、株主をはじめお客様・従業員・地域社会等のステークホルダーに配慮しつつ、
透明・公正かつ迅速・果断な意思決定を行うための仕組みを構築し、当行の持続的な成長と企業価値の向上を図るこ
とをコーポレートガバナンスの基本的な考え方としております。なお、コーポレートガバナンスの充実にあたっては、
以下を基本方針としております。

コーポレートガバナンスの基本的な考え方

当行の取締役会は取締役10名（うち社外取締役2名　平成28年6月28日現在）で構成されており、毎月1回、定例
の取締役会を開催するほか、必要に応じ臨時取締役会を開催しております。取締役会には執行役員5名（平成28年6
月28日現在）をオブザーバーとして参加させ、取締役・監査役および執行役員間の十分な討議と意思疎通により、迅
速な意思決定と相互牽制機能の強化を図っております。また、頭取、専務、常務の三役以上で構成する常務会を設置
し、取締役会より委任を受けて経営上の重要課題について決議するとともに、頭取の職務を補佐するために日常業務
の計画・執行・管理に関する重要事項を審議し、または頭取の諮問に答申しています。

監査役会は監査役3名で構成されており、毎月1回、定例の監査役会を開催するほか、必要に応じ随時開催してお
ります。監査役は、当行での業務経験が豊かな常勤監査役1名、行政機関における豊富な経験や大学教授としての専
門的な知見がある社外監査役1名、会計の専門家としての豊富な経験と高い見識がある社外監査役1名の計3名で構成
され、取締役会から独立した立場で、内部監査部門や会計監査人と連携して取締役の職務執行を適切に監査してお
り、経営の監視機能として十分機能するものと判断し、現行の態勢を採用しております。

また、当行のコーポレートガバナンスに関わる特に重要な事項を検討するに当たり、独立役員の適切な関与・助言
を得るため、取締役会の諮問機関としてコーポレートガバナンス委員会を設置しており、取締役会の機能の独立性・
客観性と説明責任を強化するほか、独立役員間および独立役員と経営陣幹部との連携・認識共有を図っております。

平成27年度は取締役会を16回、常務会を58回、コーポレートガバナンス委員会を2回開催し、経営に関する諸問
題をスピーディーかつ的確に協議・決定しております。また、監査役会は14回開催しております。

当行は、会社法第427条第1項の規定により、社外取締役および社外監査役との間において、任務を怠ったことに
よる損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく責任の限度額は会社法第425条第1項各号
に定める額の合計額としております。なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外取締役および社外監査役が責
任の原因となった職務の遂行について善意かつ重大な過失がないときに限られます。

会社の機関の内容および内部統制システムの整備の状況

・ 当行は、株主の権利を尊重し、株主が権利を適切に行使することができる環境の整備と、株主の実質的な平等
性の確保に努める。

・ 当行は、株主、お客様、従業員、地域社会等の幅広いステークホルダーとの適切な協働により、健全な事業活
動倫理を尊重する企業文化・風土の醸成に努める。

・ 当行は、非財務情報を含む会社情報の適切な開示と、経営の透明性・公正性の確保に努めるとともに、当行の
持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に資するよう、株主との建設的な対話に努める。

・ 当行は、取締役会および監査役会が株主に対する受託者責任・説明責任を踏まえ、当行の持続的成長と中長期
的な企業価値の向上を図るとともに、職務執行の監督および監査の実効性確保に努める。

コーポレート・ガバナンス
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（うち社外取締役2名）

その他、会社法の定めにより、「内部統制システムの構築に関する基本方針」を制定し、適時見直しを行うとともに、
頭取を委員長とするコンプライアンス委員会を設置し、法令遵守に係る基本方針の策定、内部規程・組織体制の整
備、評価・改善活動に積極的に取り組んでいるほか、重要な協議事項について取締役会へ報告する体制を構築してお
ります。また、子会社の業務の適正性を確保し、経営の効率化ならびに適切なリスク管理を実現するため、管理体制、
権限、当行への調整・報告事項等を「りゅうぎんグループ統括要綱」で定めております。

リスク管理体制については、銀行における各種リスクを適切に管理することを目的に、リスクの種類ごとに管理部
署を設置し、重要なリスクは管理部署から統括部署であるリスク統括部に情報を集約し、網羅的にリスクを把握、コ
ントロールする体制を構築しております。
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